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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、台湾と朝鮮における植民地教育政策策定の具体的過

程、特に両植民地で実施された教育政策相互間の共通性と差異を検討することを通して、戦前

日本の植民地教育政策の構造的特質を解明することにある。その教育は、義務教育の未施行な

ど、植民地教育としての特質を持つものであり、その特質故に、中等教育以上では日本人の在

学が多く、その日本人に日本国内と同等の資格を与えるものであった。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to make it clear the structural
character of the Japanese colonial educational policy through examining the
commonality and the difference between in Taiwan and Korea. The education was
characterized as the colonial education including non-enforcement of the compulsory
education. And there were more Japanese studentsin the secondary education, so it was
necessary to qualify the equal status to Japanese students as in Japan.
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１．研究開始当初の背景

（1）本研究の目的は、日本の２つの総

督府が置かれた台湾と朝鮮における教

育政策の展開過程の具体状況、就中両

植民地で実施された教育政策策定過程

相互間の共通性と差異性の検討を通し

て、戦前日本の植民地教育政策の構造

的特質を解明することにある。

（2）研究代表者は2003～2006年度の4

年間にわたり、基盤研究(Ｃ)（一般)「朝

鮮植民地末期の教育政策－『茗荷谷研

修所旧蔵記録』を手がかりに－」を遂

様式Ｃ－１９



行して来た。

（3）｢荷谷研修所旧蔵記録」は、戦中

期、ことに1930～40年代における外務

省、拓務省、興亜院、大東亜省などの

対中国・満州・朝鮮・台湾関係政策文

書類を整理したもので、数年前ようや

く一般に利用可能となった資料群であ

り、そこには、朝鮮・台湾における植

民地末期の貴重な教育政策資料が豊富

に含まれていることで知られる。それ

らを通して、これまで資料的制約のた

め十分解明できなかった朝鮮での「皇

民化」教育の具体的展開状況を解明し

て行く、ということが研究の趣旨であ

った。

（4）この研究を進める過程で、研究代

表者は、植民地朝鮮の教育政策の解明

には、同時期台湾で実施された皇民化

のための教育施策との比較・対照、そ

の共通性と差異性の検討が不可欠であ

ることを改めて痛感した。例えば、192

2年「朝鮮教育令」の改定に際しては、

閣議および枢密院において常に「台湾

教育令」案が併せて審議・検討され、

両植民地それぞれの置かれた微妙な差

異に配慮しつつ、基本的には同一の構

造をもつ「勅令」として、同日付けで

公布されている。以前・以後の朝鮮・

台湾両教育令が、これと同様の経緯に

より制定公布されたことはいうまでも

ない。

（5）ところが、従来の朝鮮・台湾両植

民地教育史研究を見ると、それぞれが

別々に進められ、共通の課題意識のも

と、両者を同一視野に入れた本格的な

総合的比較研究はほとんど行われて来

なかった。確かに、駒込武『植民地帝

国日本の文化統合』（1996年刊）は、台

湾・朝鮮の両者に言及しているが、同

著者自身の本来の研究対象である台湾

の問題を基調に据え、その間に朝鮮を

挟み込んだに過ぎず、両者の有機的な

構造連関やその共通性・差異性につい

て解明するには至っていない。

（6）資料面での制約が、本格的な総合

的比較研究の進展を妨げる障害となっ

ていたことも理由としてあげられよう。

幸いなことに、戦後50年記念事業とし

て着手され、現在も進行中のアジア歴

史資料センターによる「公文類聚」や

「枢密院文書」などのデジタル化作業

の結果、戦前期日本の植民地教育政策・

法制に関する膨大な公文書類が整備さ

れ、最近に至ってフルに活用できるこ

ととなった。これら貴重な公文書群に、

上掲の「茗荷谷研修所旧蔵記録」所収

資料を加えることによって、これまで

明らかにされなかった朝鮮・台湾での

植民地教育政策の策定過程やその構造

特質の詳細を解明することがようやく

可能となって来たのである。

２．研究の目的

本研究の目的は、日本の２つの総督府

が置かれた台湾と朝鮮における教育政

策策定の具体的過程、特に両植民地で

実施された教育政策相互間の共通性と

差異を検討することを通して、戦前日

本の植民地教育政策の構造的特質を解

明することにある。

本研究は、史資料の検討を通して、台

湾と朝鮮における教育政策の展開の具

体的過程、その共通性と差異を明らか

にする事により、植民地権力と本国政

府の関係、植民地政策の決定主体を明

らかにしようとするものである。

３．研究の方法

本研究においては、既存資料の整理・

確認を行ないつつ、新たな史資料の発



掘と、資料の整理作業を通しての植民

地権力の構造解明を行なうことを主な

課題とし、次のような計画により研究

を進める。

本研究は、申請者１名による個人研究

であるが、研究の過程では阿部洋代表

（国立教育政策研究所名誉所員）を含

む近代アジア教育史研究会メンバーと

の意見交換を行ない、朝鮮・台湾の植

民地教育史研究に従事する若手研究者

にも本研究の遂行に協力してもらうこ

とにしている。また、韓国や台湾にお

ける専門家との意見交換や研究成果の

交流も行なう。

（1）これまでの研究において明らかに

なっている台湾・朝鮮における教育政

策の策定過程とその構造特質について

まとめ、その相互の関連性解明の糸口

を探る。

（2）そのまとめにもとづき、『茗荷谷

研修所旧蔵記録』および『公文類聚』

や『枢密院文書』から関連資料の抽出・

整理作業を行い、逐次その内容検討に

入る。

（3）それまでの研究成果をふまえ、韓

国や台湾における研究者とメールでの

意見交換、必要に応じては訪台および

訪韓しての懇談、もしくは韓国や台湾

の研究者を招聘しての意見交換のため

の研究会を開催して、その知見を得る。

（4）日本内外における学会等（教育史

学会、アジア教育学会、日本植民地教

育史研究会、韓国教育学会等々）でそ

れまでの成果を発表し、成果を学界に

還元するとともに、研究者からの示唆

を受ける。

（5）現地における資料（特に台湾省文

献委員会所蔵「台湾総督府公文類纂」、

韓国政府国家記録院所蔵資料）の調査・

収集に重点を置いた訪台・訪韓を行な

う。

（6）最終報告書の作成を準備する。

４．研究成果

（1）教育令の全文改正

植民地教育政策の根本となる朝鮮・

台湾各教育令について、これまではそ

の全文改正（朝鮮－1922年、1938年の2

回、台湾－1922年の1回）を教育政策の

画期として、「第一次朝鮮教育令期」、「第

二次朝鮮教育令期」等々と呼び習わさ

れてきた。

例えば、朝鮮教育令について、韓国

の鄭在哲『日帝の対韓国植民地教育政

策史』（ソウル・一志社、1985年）は、

教育関係法令の施行（実際は以下の日

付は公布日）に基づき、

①学部の「学政参与官」による教育干

渉期（1904.12～1906.8）

②大韓帝国および日帝統監府による「学

校令」施行期（1906.8～1911.8）

③日帝朝鮮総督府による「朝鮮教育令」

施行期（1911.8～1945.8）

①第1次朝鮮教育令施行期（1911.8.2

2～1922.2.3）

②第2次朝鮮教育令施行期（1922.2.4

～1938.3.2）

③第3次朝鮮教育令施行期（1938.3.3

～1943.3.30）

④第4次朝鮮教育令施行期（1943.4.1

～1945.8.15）

に区分している（144～145ページ）。

日本植民地下の教育行政においては、

教育関係法令が大きな力を持っていた

ので、教育関係法令に依拠して時期を

区分することは日本植民地の教育政策

史区分として注目しなければならない

側面を有しているということはできる。

（2）同時になされる部分改正

しかし、朝鮮・台湾各教育令は、こ



の他にも以下のように各6回・4回の部

分改正がなされている。

「(第○次)」とあるのは各「第(○)次

○○教育令」、「令中改正」は「○○教

育令中改正」

この表から明らかなように、その4回

の部分改正（および最初の全文改正で

ある（第2次）教育令）は朝鮮・台湾で

同一内容を目指し、同時に行なわれた

ものであった。すなわち、各々、1933

年、師範学校修業年限の延長、1935年、

日本国内の青年学校制度への対応、194

1年、国民学校令への依拠、1943年、中

等学校令・師範学校令への対応である。

（3）異なった改正

逆に、異なった時期になされた改正

は、

i．（第1次）教育令の制定－朝鮮にお

いては、旧大韓帝国の教育制度を早急

に植民地下のそれに変更する必要があ

った。一方、台湾においては台湾支配

開始後、個々の学校法令を積み重ねて

行く形で教育行政が運営されており、

統一的な教育法令を必要としていなか

った。台湾公立中学校要求の運動の中

で、朝鮮との対比で植民地教育政策策

定を行なう必要が生じた。

ii．1920年朝鮮教育令中改正－1919

年の三・一独立運動に対し、応急的に

対応する必要が生じた。

iii．1929年朝鮮教育令中改正－朝鮮

における初等教育普及のため、師範学

校整備の必要が生じた。

iv．（第3次）朝鮮教育令－日本人と

朝鮮人・台湾人の学校名称・「共学」に

ついて（第2次）教育令では別異に制定

されてしまったものを、戦時体制に向

かう中で朝鮮においても学校名称の統

一を計ろうとするものであった。

（4）植民地教育の特質

このように、朝鮮・台湾での異なっ

た改正には、当然ながら、その土地、

その時期の事情が反映したものである

一方、同時になされる改正は、本国に

おける教育事情が反映したものであっ

た。朝鮮・台湾における教育は、義務

教育の未施行など、植民地教育として

の特質を持つものである。逆にその植

民地教育としての特質故に、中等教育

以上では日本人の就学が多く、その日

本人に日本国内と同等の資格を与える

必要があったということができよう。

なお、韓国における研究においては、

上に引用したように、1943年の部分改

正を「第4次朝鮮教育令」と呼び習わし

てきている。同改正は、日本国内と異

なって規定される師範学校についての

規程を附則に入れ込むことで、本文に

おいては朝鮮における教育をすべて日

本の国内法令に依拠することを宣言し

たという点から、「内外地行政一元化」

の観点からも、教育行政の変化を示す

ものとして注目すべきことがらではあ

るが、法形式としては（第3次）朝鮮教

育令の一部改正の形であり、上に整理

した異なった改正・同時になされる改

朝鮮 公布 台湾 公布

(第1次) 1911. 8.23

(第1次) 1919. 1. 4

令中改正 1920.11.10

(第2次) 1922. 2. 6 (第2次) 1922. 2. 6

令中改正 1929. 4.19

令中改正 1933. 3.11 令中改正 1933. 3.11

令中改正 1935. 4. 1 令中改正 1935. 4. 1

(第3次) 1938. 3. 4

令中改正 1941, 3,29 令中改正 1941. 3.29

令中改正 1943. 3. 9 令中改正 1943. 3. 9



正の観点からも同時になされる改正、

すなわち植民地にいる日本人を主たる

対象としたものであるということがで

きる。
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